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は じ め に
アメ リカは1980年代に入 るや否や,ERTA(経済再生租税法)の下で大胆な税制改革に踏み切っ
た。法人税に関しては,そ れは投資 インセンテ ィヴを高め るための実質減税の効果を もつ改革で
あ った。 しか しなが ら産業間 ・企業間に及ぼすその影響力が極めてアンバ ランスであ る点が反省
され,再 び大規模な税制改革が遂行され ようとしている。
企業課税において優 先順位 の最 も高い租税原則は,税 負担の公正,資 源配分への中立性である。
タヅクス ・インセンテ ィヴは これ らの原則を侵害す ると同時に税制を複雑にす るか ら,公 正や中
立性 の追求は,税 制の簡素化 とパ ラレルであるともいえる。
アメ リカの税制がERTAの 下で失な った ものも,い ま再改革によって求め ようとしているも
の も,ま さに この公正 ・中立性そして簡素性にほかならない。事実,・今回の税制改革のために提
出され たい くつかの提案のいずれ もが,こ れ らの実現をめ ざす改革 とな ってお り,新 税制 もある
程 度,こ れ らを反映 した形に落着 してい る。
法人税改革の中心になるのは,当 然,租 税優遇措置の整理ないし廃止,あ るいは課税ぺ一スの
拡大 と利率引下げの組 合せ とい うことになるが,今 日までに公表 された5つ の改革案(財 務省案,
大統領案,下院修正案,上院修正案,上下両院調整案または最終法案)の スタンスに は 微妙な差異がみ
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られ る。 いずれ も現行法に対 して,従 来の通念を超えた大胆 な改革案を含んでい るが,優 遇措置
の部分的温存な ども見 られ,当 初 の財務省案を頂点 として次第に改革 レベルを下げ てきている。
そして改革案のこの後退を裏付けるかの ように浮上 して くるのが ミニマム ・タ ヅクスの強化 ・修
正である。
本稿 の 目的は,① アメ リカの現行法人税制のルー プ ・ホール となっている優遇措置 とその経済
的効果を考察 し,要 請 され る改革 の方向を確認す ること,お よび②財務省案か ら最終法案 まで諸
改革案を比較 ・検討し,こ れ らと要求 され る改革 との距離を測 ることである。 さらに③現在,わ
が国 も抜本的税制改革期にあ り,同様に公平,中 立 ・簡 素を重視 してい るため,米 国税制改革か
ら何らかの教訓 な り示竣な りを得 ることである。




与えられた法人所得の一部への請求権である」 とい うよく聞かれる考え方に対 して次のように反
{1)
論 している。 この立場は非経済学的であ り,経 済学的に修正すれば 「有限責任 の是認に伴 う財源
のための政府への支払 として,ま たは,有 限責任 の結果,市 民に もた らされる コス トの補償 とし
て,法 人が負担す る税」 となる。 しか し,こ の解釈に よって さえ,1930年代以降の高い法人税負.
担 水準は説明できない としてい る。
これに対 してJ.A.Pechmanは法人税の論拠は,「実施上の正当性」 と 「経 済的相互依存性」
{2)
の観点から健在であると主張する。前者は,法人所得税が個人所得税の補完のために重要であり,
















ACHarbergerは,法人の有限責 任の代償 として も法人税が高す ぎる結果,種 々のループ ・
ホールやオ フセ ッ トの利用による法人税の負担回避が行われてきた と主張 し,さ らにその手段 と
な った のは,加 速償却制度,投 資税額控除(ITC)および借入金(debtfinance)であった と指摘 し
㈲
てい る。
仮に課税当局側 も被課税企業側 も,所 与の高水準の法人税負担率の論拠に確信が持てない と想
定 してみ ると,Harbergerのこ 主張は説得力を もつ よ うに思われ る。それは,両 者が暗黒の う
ちに法人税負担を低減 させ ることに,抵 抗な く応ず ると考え られ るか らにほかな らない。課税 当
局は法人側の要請に応 えて,自 らの政策 目標 と一致す るような合法的 タックス ・シ ェル ターや ル
ープ ・ホールを提供 し,法 人税の実質負担の軽減に協力す るか もしれない。そして このことが結
果的に法人税体系を複雑化 させ,産 業 ・企業間に不公平な税 負担をもたらし,資 源配分上の非効
率を もた らす ことにな る。
そ うだ とすれ ば,法 人税改革の方向はおのずか ら明らかであ る。それは,ル ー プ ・ホールや タ
ックス ・エ クスペンデ ィチ ュアなどの原 因となる租税優遇措 置に よる間接的な法人税 負担の軽減
の代 りに,直 接的に税率 自体を切下げ る ことである。 これが,現 在,1981年経済再生租税法か ら
の脱却を志向するアメ リカの法人税制再改革のプ リンシプルであ るといえる。
2.現 行法 人税制 の ループ ・ホ ール
法人税制を侵蝕する3大 要 因 として,加 速償却,投 資税額控除,借 入に よる資金調達がHar・
bergerによって挙げられている。前二者は,確 かに,1981年以降の法人税実効税率 の引下げに
重要な役割を果 し,後 者 も導入以来,優 遇税制 として定評があ り,し ばしば株式資金調達の取扱
い とのアンバランスが指摘されている。 このほかにも,ル ー プ ・ホールとしては,リ ース規定や
中小企業の新規投資の損金算入な どが注 目に値いす るが,Harbergerの指摘す る3項 目がより一
般的であ るので,こ こでは これ らを中心に考察を進めてゆ くことにす る。
(1}ACRS(加速償却制)
レー ガン政権は,1981年にERTA(EconomicRecoveryTaxAct=経済再生租税法)を 制定 し,そ
の下でACRS(AcceleratedCostRecoverySystem二加速償却制)の 導 入 と,ITC(lnvestmentTax
Credit=投資税額控除制)の 強化を図った。
ACRSは,資 産 の償却期間を,そ の物理的耐用年数か ら離れ て3,5,10,15,ないし18年の4区
分に分類し,150%定率法を適用す ることとした。その結果,償 却期間は産業設備で従来 の平 均
8.6年から5年 に,産 業 用プラン トで平均23.8年か ら15年に と大輻に短縮 された。
ちなみに この改正以前cb減価償却は,ADR(ClassLigeAssetDepreciationRangeSystem=:耐用
年数別資産償却許容範囲制度)と 呼ばれ,業 種別資産区分に従 って標準耐用年数を設定 し,そ の上





加速度償却額の うち,経 済的減価償却 を上回 る償却分は,将 来費用の先取 り計上を意味す る。
この早期費用計上は,資 産償却の初期におけ る課税ベースを縮 小させ税 負担を軽減 させ るが,後
期には税負担の取戻 し効果が生ずる。つ まり,加 速度償却制度 の利用によって税負担は償却期間
の初期から後期へ と移 され,納 税が延期 され ることにな る。
この延納税額は しばしば無利子の政府融 資に等しい と言われ,タ ックス ・エ クスペ ンデ ィチ ュ
アの1つ とみて よい。 これは次のように説明で きる。
仮に α期 の償却額が,経 済的減価償却の場合に 麟,加 速度償却の場合にエ、とす る。加速償却
制度 の下では α期 に(Xa-x*)tの税額 が減税 され る が,n期 後に この税が とり戻され るから,
その現在価値は(苛 ㌻ である.したがってカ・速蜘 ・よる減税の綱 果は
{1-(1吉)・}(x・-x‡)t①
となる(ただし,`は利子率を示す)。
現行 のACRSは,そ の極端な減価償却 の加速化に よって,こ のよ うな納税延期に よる減税の
恩典を特定 の産業や企業に与え,現 行法人税制の重大なルー プ ・ホールの1つ とな ってい る。
② 皿C(投 資税額控除制)
1962年10月,ケネデ ィ政権下においてITCが 導入 された。 当初 は国内で使用 され る償却資産
へ の新投資額の7%相 当額 が税負担額か ら控除 されていた。その後,こ の制度は停止 ・復活を繰
⑤
り返 して・ レー ガン政権下のITCに 引継がれ ること.となった。 この新たなITCの 直前 の形態は,
新投資の対象 とな る資産の耐用年 数に従 って,投 資税額控除対 象額を定め るものであった。耐用
年数7年 以上の資産に対 しては対象額100%で税額控除の率 は10%,耐用年数7年 未満の資産の
うち・5・6年の贈 ・はその3分 の2(・ §%),3,4年の贈 ・はその3分 の1(3丁%)と なって
いた。
1981年ITCは,ACRSによって償却期間が クラス別に短縮された た め,ACRS3年 資産で
6%,ACRS5,10,15年資産 でIO%と強化 された。税額控除の限度額 は,2.5万ドルを超え る部分
に対 して従来の70%から80%(1981年)・85%(1982年)に改訂 され,中 古資産について は従 来 の
限度額10万ドル以内か ら12.5万ドル(1985年以降は15万ドル)以 内に引上げられた。ただ し,1982
年TEFRA(TaxEquityandFiscalRetponsibilityAct=課税の公平と財政の責任のための租税法)で
は,減 価償却 との関係の調整上,ITCの50%相当額が,減 価償却の基礎価格から控除 され る こ
ととな った(こ の償却対象額の縮小の代 りに.2%だけ低い税額控除率,4%または8%を選択することも
可能)。
㈲ 借入金利子の費用化
現行税制では,借 入に依存 した資金調達にかかわ る支払利子 は,全 額課税所得 か ら控除され非
課税扱いとなっている。一方,株 式発行に よる資金調達の コス トと企業がみなす配当は,課 税べ
一スの算定上,損 金扱い され ていない。両者の取扱いの差は とくに インフレ期に問題 とな る。
名 目利子率は一般に予想物価上昇率分だけ上 昇す る(Fischer'srelation)と考えられ るが,こ の
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とき名 目利子負担 の増大が生ずればそれだけ課税所得が減少す る。 ところがこの インフレの コス
ト増大効果には検討の余地がある。なぜな ら債務者には インフレ期に債務者利得が もた らされ る
が この点が課税に反映 されないか らであ る。 ・`
仮に利子率`が も(予想物価上昇率ゼロ=がに対応)か ら ら(茜に対応)に 上昇 した もの とす る。
ioが実質利子率に一致す るものとすれぽ,〔ii・i。+♪言〕の関係が成立す る。借入金Dド ルを持つ
企業が支払利子控 除前にRド ルの法人所得を得ているとき,そ の課税所得は 〔R-D(io+♪{)〕
ドル となる。 インフレに よる借入 コスbのPfDの 増大の結果,tの 法人税率の下 では 幼【Dだ
けの減税効果が現われ る。
他方,債 務者は イソフレ過程でD。(1+♪)と増加すべ き負債がD。 に留るこ とか ら,D。♪の
利得を享受す ることに なる。
以上を考慮す るとインフレ期の本来的 ない し経済的課税ベースは,
R-Do@o十♪{)十1ら1Do(2)
とな り,♪;・=1らとすれぽ,結 局,〔R-D。i。〕 となる。(2)式は実質利子率部分のみを損金算入
す るのがインフレ中立的であることを示 してい る。
この ことは,債 務者利得部分を元本返済 とみて,こ れが実質利子率を上まわる名 目利子率で強
制的に支払おれた と解釈 し,イ ソフレに よる借入 コス ト上昇分D。あ の損金算入を否定す る見解
を正当化す る。 この観点に立てぽ,現 行 の借入資金調達の利子全額費用化は,イ ンフレ期に減税
とい う特別 の優遇を与 える制度であ り,法 人税制のルー プ ・ホールの1つ とい うことになる。
ω その他
非金融機関の貸倒引当金(Reservef。rbaddebt)の設定お よび繰 入れは,過 去の経 験値 に よ る
証 明を要す るな ど,合 理的な水準に限定 して認められてい る。一方,金 融機関については,法 定


























この ようなルー プ ・ホールの多い現行税制に対 して,今 回の税制改革 がどこまで改善で きるの
であろ うか。5つ の改革案の検 討に入る前に,現 行税制の優遇措置に よるデ ィス トー シ ョンをみ
てお こう。
3.法 人税優遇措置の経済効果
ω 資本 コス ト効果
ア メリカの現行法人税に関す る諸優遇措置の多 くは,資 本 コス トの低減を通 じて投資 インセン
テ ィヴを高め よ うとす るもの とみてよい。資本 コス トへ の影響 とい う面か らすれば,法 人税率の
引下げも優遇措置の導入 ・強化 も有効な手段である ことに変 りはない。ただ,全 産業 ・全企業に
等 しい インパ ク トを与えるか,特 定産業 ・特定企業にのみ差別的効 果を与 えるかが異 る。
資本 コス トに及ぼす法人税率お よび各種の優遇措置の影響を確かめるために,簡 単 な資本 コス
ト式を用いることにしよ う。
い ま仮 りに,Qド ルの価格 をもつ資本財 に投資を行 うものとすると,借 入を前提 とす る資本 コ
ス トCは,次 式の ように示 され る。
C==Q(i十d)(4)
(ただし,iは利子率,dは 資本ス トヅクの経済的減価償却率を示す)





(ただし,XはACRSによる特別償却 官 将来費用としての先取 り減価償却分の現在価値,Yは 特別の優遇
措置による将来費用としての準備金の現在価値,αはITCの対象 とな る投資額の割合,βは投資税額控除
率,γは支払利子の実質利子を超える分を,そして'.は法人税率を表わす)
(5)式は,X,Y,r,a,βの増大 とともに,そ してt.の 引下げ とともに,資 本の使用者 コス トが
低下す ることを示 している。
法人税率t.の低下 の影響が全産業 の資本 コス トを一律に下げるのに対 して,ACRS,ITC,支
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払利子控除などの恩典は,特 定の条件を備えた選ばれた産業 ・企業 の資本 コス トを まちまちに引
下げる方法で与え られ る。前2者 は償却資産の比率が高 く,投 資テンポの速い企業を有利に し,
後者は配 当のこ重課税 と相 まって,借 入依存を強 める効果を もつ。
か くて税率の代 りに租税優遇措置を用い る政策は,同 額 の投資に対して産業別,企 業別,そ し
て資金調達別 に異 るインセンテ ィヴを与え ることにな り,資源配分に歪みをもたらす ことになる。
② 実効税率の不均等効果
現行法人税は1981年の税制改革以降,こ こに示 した よ うな多 くの優遇措置を取 り込 んで きてい
る。 これらの産業間に及 ぼす非中立的影響 は,実 効税率の広範囲にわた る分散に,端 的に表われ
てい る。
1982年のアメ リカの 「大統領経済報告書」に よると,1981年に50億ドル以上 の新規投資を行 っ
た産業の限界実効税率 は,ERTAの 下で,上 はサー ビス ・商業部門の37・1%(旧法下でe*53.2%)
か ら,下 は 自動車産業 の一ll.3%(1日法下で25.8%)まで著 しいぱ らつきを示 していた。旧法か ら
ERTAへ の切換えに よって,と くに実効税率の下げ 幅の大きか った部門は,自 動車産業の37・1
e/o,石 油精製部門の33.9%,運輸業の32.9%,鉱業 の31.8%などであったが,最 も低い公益事業
{7)
部 門 では,12.6%の 切下 げ 幅 であ った。
〔8)
MAKing&D.Fullertonにょる1981年の限界実効税率比較では,表1の1981年の欄にみ
られ るように,資 産については機械設 備が一5.50/o,建物,在 庫がそれぞれ30.2%と470/e,産業
別 では,非 製造業O.7%,商業27.5%,製造業43.5%と極 めて格差が大きい。
表1資 本所得の限界実効税率 (単位:%)
年 度(税法) 1980 1 1981(ERTA)1 1982(TEFRA)













































































































平 均 37.2 (・&・)1・6・ ・ (…)1・ 輻・ (33.0)
出所MKi・g&D.F・il・ ・t・n,・ds.,Th・Ta・ati・noflnc・m・fr・mC・pit・1'1984カ・ら作成 した ・
注1、 資本 所得 にか か る税一 連邦 お よび州 法 人所 得税 のほ か フ ランチ ャ イズ税,地 方財 産税,最 終的 資本 所
得受 領者 の個 人 所得 税を 含む 一 の 限界 実 効税率 で あ る。
2.1970年か ら1980年まで のGDPデ フ レー ター6.77%を前提 に特 定 の投 資計 画を 想定 して算 出 され て い る。
(なお参 考 のた めに10%のイ ンフ レ率 の 場合 も示 してあ る).
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1982年TEFRA(課税の公平と財政の責任のための租税法)に よって,81年ERTAの 大 胆な減税
政 策は手直 しを加えられ ているが,そ れに もかかわ らず,限 界実効税率 のば らつ きはなお残 って
いる。表1の1982年の欄 でみるとお り,資 産間ではll.0～47.0%,産業間では11.4～46.4%と
分散している。
{9)
同じことは平均実効税率についても言え る。AJ.Auerbachの推計に よれ ば,1982年の産業
別(44に分類)の 既存資本に関す る不均実効税率は,水 上運輸の6.3%,市街電車,バ ス,タ ク
シー業 の10%などか ら,水 道,衛 生,そ の他の公益事業の39.4%,炭鉱の34.3%,石油及石炭






また,平 均実効税率 の格差は税引資本取益率 のばらつ きを もたらす ことから,産 業間 ・企業間
での資本移動をひき起すであろ う。
さらに新投資の資金調達に際 して借入が行われ るなら,借 入金の利子相当額が課税ベースか ら
控除 され ることから,と くに インフレ期には投資 インセ ンテ ィヴは一層高め られ る。King・Full'
ertonの推算によれば,借 入に よる資金調達 の場 合 の 限界実効税率 は,1981年ERTAの 下で
一31.9%で,株式発行による場合の8▲9%と 比較 して,著 し く低 くな ってい る(表1参 照)。
ア メリカの現行の減税政策は,一 方では投資 インセンテ ィヴを高め,景 気回復の挺子 とな った
が,他 方 ではここで見てきたよ うに,税 制 のルー プ ・ホールを提供 した結果,資 源配分お よび税
負担配分に歪みをもたらす ことになった。ERTAとTEFRAに っつ く税制改革案は,ま さに
この点 の修正を 目指す ものであ った。
4.諸 改革案の特徴
アメ リカの税制改革案を,Bradley-Gephardt案(1983)から最終法案まで比較 し て み る と,
改革のスタソスが微妙に変化 してゆ くことに気づかない訳にはゆかない。改革の ターゲ ヅ ト,公




革案一FairTaxAct(通称B-G案)は,国 会議員に よる税制改革案の先がけ となった ものであ
る。
B-G案では,投 資税額控除(ITC)の廃止とその他の殆んど全ての法人税優遇措置 の 廃 止,お
よび減価償却制度の改善をはか るのと引き換えに,法 人税率を30%の均一税率に引下げ ることが
提 案され ている。
減価償却については,ACRSを 廃止し,資 産 タイプ別区分た代 って,広 範な耐用年数区分を
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用いて,帳 簿上の償却 と経済的償却を一致 させて,減 価償却の申告の簡素化 と,特定 資産に対す
る投資 インセンテ ィヴへの刺激を排除している。
この ような租税 インセンテ ィヴの排除に よって,異 る産業 ・企業や異る投資活動への差別的 な
課税上の取扱いが改善 され る結果,資 源配分の歪みが是正 され,経 済効率が高まるもの と期 待さ
れ てい る。





1984年11.月に公表 された財 務省案は,「公正,簡 素及び経済成長の た め の 税制改革」(TaxRe-
formforFairness,Simplicity,andEconemicGr・wth)と命名 される とお り,税 制の公平化 と簡 素化
を図るとともに経 済成長を追求す るものであった。
表2に 示 した ように,ACRSとITCの 廃止 と,法 人税の一律33%への引下げ,お よび新減価
償却制度RCRS(RealCostReco▼erySystem==実質原価回収制度)の導入 とい うの が,法 人税改革
案の骨子であ る。
RCRSは,償 却資産を7区 分の償却期間(5,8,12,17,25,38,63年)に分類 し,7段 階の償却率
(32,24,18,12,8,5,3%)で償却す るもので,未 償却残高に インフレ調整を導入 してい る。ACRSの ㎡
極端 な加速償却 の軌道を,そ れ以前のADRの 線に戻そ うとす る改革案であ る。財務省案のR-
CRSは,課 税上の減価償却 と実際上の経済的減価償却 との接近を 目指す が,そ の こ とは,表2
か ら直観的に解 るように,他 の提案よ りも緩やかな償却速度を もた らしている。
貸倒引当金(baddebtdeductions)や金融機関向けの特別貸倒引当金(specialbaddebtdeductions)
は廃止され,キ ャピタル ・ゲ インについては,現 行の純長期 ゲインに対す る28%の分離課税が廃
止 されて,イ ンフレ調整 と通常の所得 としての総合課税 とに従 うよう提案 されている。
配当の二重課税調整 は,支 払配当の50%を法人課税べ一スの算定上,損 金算入す るとい う形で.
個人段階か ら法人段階に移 され,現 行の個人段階での調整は廃止 され る。 また,法 人間の受取配
当は,50%相当額を益金不算入にするよう提案されてい る。
他の提案 ととくに異 る財務省案の内容は,こ の配当調整 と先にみた減価償却法に加えて,ミ ニ
マム ・タ ックスの取扱 であ る。現行の ミニマム ・タ ックスは,租 税優遇措置による優遇額に15%
の税 を課す る ものである。 当提案では ミニマム ・タックスが廃止されるが,そ れは,諸 改革で十
分に優遇措 置が整理 され,も はや この税の役割が終 った との認識に立つためであろ う。
財 務省案は,そ の作成 プロセスにおいて,Bradley-Gephardt案,Kemp-Kasten案,Decon-
cini-Shelby案など,5つ の議 員提案を も検討 し,国 民の要求を考慮 しなが らも,政 治的圧力か
らはかな り自由な立場 でループ ・ホールを整理 し,公 正かつ簡素な税体系のテザ インを試みてい
る。その結果,か な り ドラステ ィクな現行税制の改革を も含む大胆な提案 となってい るが,こ の
ことは,改 革案の もた らす法人税 負担の増分が他の提案を陵駕している点からもうかがわれる。
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③ ×統 領 提案
ae
s、 財務省案を受けて,1985年5月に大統領案が提案 されたが,財 務省案 より後退した内容であ る
とは言え,抜 本的側面 も持っている。,
まず法人税率の基本税率を33%に引下げ ることでは財務省案を踏襲しながらも,そ の下 に3段
階(25,18,15%)の軽減税率を設定 した。
減価償却制度については,ACRSの 代 りに ㏄RS(CapitalC・stRecoverySystem=資本原価回収
制度)が 提案されている。 これは,財 務省案のRCRSを ベースに置いてこれ に 修正を加えた も
のであ り,償 却資産は6区 分の償却期間(4,5,6,7,10,28年)に分類 され,そ れぞれに一定 の償却
率(55,44,33,22,17,4%)が指定 されてい る。 インフレ期を通 じて,実 質値での資本 コス ト回取を
可能にす る償却法 で,投 資 インセンテ ィヴへの影響は中立的であ ると説明されてい るが,RCRS
と比較す ると加速的償却 とな ってい るのは否めない。 ・
投資税額控除,貸 倒引当金,金 融機関向けの特別貸倒引当金の廃止が提案されてい るのは,財
務省案 と同じである。
キ ャピタル ・ゲインの取扱 については,大 統領案は財 務省案を退け,現 行の優遇措置の温存に
と後退 している。 配当調整法 としては,個 人 レベルでの調整の廃止 と法人 レベルでの支払配当の
10%の控除が提案 され,こ れ に対応 して受取配当の益金不算入率を90%に修 正してい る。
ミニマム ・タ ヅクスの必要性が認め られてい るが,それは以上 のよ うに財務省案 より後退 し,必
ずし も優遇措置を一掃 した とは言い切れぬ とい う当改革案 の限界を 自認 した結果 とも考 えられる。
(4)上下両院案 と最終法案
㈲aθ
大統領提 案は,1985年12月に 「下院修正案」 として,1986年5月に 「上院修正案」 として,両
oη
院で可決された。 その後,こ れは両案の調整をはか っ て 「両院調整法案」 ない し 「最終法案」
(9月下旬に両院の本会議を通過)と して結実 し・10月22日・大統領の署名を もって 「1986年税制改
革法」 として成立 した。
法人税率 の下院36%,上院33%の提案は,34%に調整 され,軽 減税率は両院で一 致 し て い る
5万 ドル以下への15%と,7.5万ドル以下へ の25%となっている。
減価償却制度について は,下 院提案のIDS(lnvestmentDepreciationSystem=:投資奨励償却制)
-3年 か ら36年までに10分類 した資産 を,5%を超えるインフレ時にのみ イン フ レ調整して償
却一 は退け られ,上 院案に近い 「修正ACRS」 が最終案 となっ て い る。 これは資産を8区 分
の償却期問(3,5,7,10,15,20,27.5,31.5年)に分類 し,3～10年の資産には200%定率法,15,20年資
産には150%定率法を適用 し,と もに償却の極大化す る時期に定額法へ切 り換える こ とになって
い る。27.5年及31.5年資産は定額法を指定 され ている。
ITC(投資税額控除)は 上 ・下両院の一致 した提案 どお り廃止 され,貸 倒引当金の課税べ一スか
らの控除 も廃止され る。ただし,金 融機関に対す る特別貸倒引当金は,資 産が5億 ドルを越え る
銀行にっい てのみ廃止 され る。
研究開発費の課税ベースか らの控除は,現 行制度を支持す る上院案ではな く,直前3年 間の平
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均額を上回る額の20%とす る下院案に調整 された。
支払配当控除は下院案の10%ではな く,上 院案の控除を行わぬ案に決 り,受取配当の益金不算
入割合は80%となっている。
キ ャピタル ・ゲイン課税については,下 院案の分離課税廃止 と全額を普通所得 として課税す る
案が,現 行制度 の存続 を認め る上院案を押えて,最 終法案 となってい る。個人のキ ャピタル ・ゲ
イン も最終案では,全 額を普通所得 として扱 う大改革が採用 されている。
資産評価法に関しては,現 行法 の下 でFIFO(先入先出法)の ほか,適 用条件つ きLIFO(LIFO
C・nf・rm輌tyrequirement)一税 目的でLIFOを 選択 した ときは一貫 して財 務報告にも用いること
一 が認め られてい るが,後 者の簡素化 と適用対象の拡大が提案されている。LIFOは直近 の在
庫追 加コス トを販売価格 と対応 させ ることか ら,一 般に インフレ期に課税所得 を縮小させ る効果
をもつ。 しかし複雑な手続やLIFO適 用条件な どが ネ ッ'クとなって か,在 庫評{面を行 う企業 の
⑱
うちの約5%がLIFOを 選択してい るにす ぎない。
財務省案,大 統領案がLIFO適 用条件 を緩めて,税 目的 と財務報告 目的での使 い 分けを認 め
てい るのに対 して最終法案は,LIFO方 式の簡素化を提案している。下院に従 った もので簡素値
LIFO法(thesimplifiedd・llar・valueLIFO)は500万ドル以下の年平均総収入を もつ企業 について,
生産者物価指数(PPI)または消費者物価指数詳報(CPIDetailedRep・rt)の主要区分に従 って15
または11に在庫品を分類 し,在 庫価格 の変動を各区分別 の公表物価指数 で決定す る方 法であ る。
年収500万ドルのテス トに不合格 となった企業は,そ の最初の年度に別の評価法に変更す る よ う
要求 され る。
ミニマム ・タックスについては,上 下両院 ともに現行のア ヅ ド・オン方式 を 廃 止 して 代替法
(alternativeminimumtax・・AMT)を採用 し,最 終法案 もこれを支持 している。 その税率は,下 院
案の25%より低い上院案の20%に調整された。課税 ペースから4万 ドルの控除が認め られ るが,
この控除額 は15万ドル超のAMTの 課税 ベースについては,1ド ルにつ き25セン トの割合で段
階的に引下げ られ ることとされてい る。



























































































注L表2と 同 じ出所 よ り作 成 した。
2.a,matchexpenseandincometrommultiperiodconstruction.
b.)ong・termconstractsセこよる増 収分96億 ドル とcapitalizationofinventory,




f.保険 会 社 も含 む 。
g.支払 配 当の50%控除 分。
h.支 払 配当10%控除分 及受 取配 当の益 金不 算 入5%増 の分。
増 取 項 目 の う ち,最 終 法 案 が 財 務 省 案 よ り顕 著 に 増 収 額 を 減 少 さ せ て い る の は,減 価 償 却 制 度
と 特 定 産 業 優 遇 措 置 関 係 で あ る 。 後 者 は エ ネ ル ギ ー 関 係 お よ び 金 融 機 関 の 優 遇 措 置 で,合 わ せ る
と 財 務 省 案 で880億 ドル,最 終 法 案 で190億 ドル の 増 税 と 格 差 は 極 め て 大 き い 。 こ れ と 逆 に 最 終 法
案 の 増 収 額 が 大 き い の が ミニ マ ム ・ タ ッ ク ス で あ る 。 こ の 増 減 収 の 対 応 関 係 は,財 務 省 案 か ら の







(資本原価回収制度)は これ よ りも若干消極的な改革 とな り,さ らに下院案IDS(投資奨励償却制度)
や上院案,最 終法 案のACRS修 正案は,経 済的償却 から離脱 した加速償却に逆 もど りしてい る。
この減価償却改革の後退は,RCRSに よる5年 間の税負担増分が1,805億ドルであ るのに対 し
て,㏄RSが その30%に相当す る825億ドル,最 終案の修正ACRSが わずかにその4%に 相当す
る77億ドルに過 ぎないこ とから も理解され よ う。
この ことを さ ら に 確 認 す る た め に,大 部分 の機械 ・設 備に適用 され る各提案の償却法一
ACRS-5年(現行法),RCRS-12年(財務省案),㏄RS-7年(大統領案),修正ACRS-5年(最終法案)
について,そ の速度ない しパ ターンを比較 してみ よう。
表4は,各 提 案の償却配分率(取 得価格に対する各年度の償却の比率),償却率(前 年度の未償却額
又は残存価格に対する償却率)か ら累積償却率 または総償却率を算定 し た も の で あ り,half・year
convention(半年法一 会計期間が半年経過した場合,償却率を2分 の1とする)を前提 とし て い る。
これを グラフに描 くと図1の よ うになる。
図か ら明かな ように,ACRSと 修正ACRSは,RCRSやCCRSと 比較 してか な り加速的で
表4各 改革案の減価償却率の比較 ㎡
償却 (現行法)
ACRS-5年 嬬縫 ㏄RS-7年(大統領案) 修正ACRS-7年(最終法案)
年度
纂押配分摩 ㈱ 償却副 未償却纏 積㈱ 償却率b1縮却爾 難 却騨 配分警 償却
年 % % % % % % % % % %
1 150 五5.0 駄o 91.o 甑 ⑪ i1.0 8駄0 1LO 14.3 143
2 220 3τ0 1&o 74.6 2(瓦4 22.0 694 30.6 24.5 3&8
3 21.0 5&0
、
1&0 61.2 38.8 220 54.1 45.9 1τ2 5&3
4 21.0 7乳0 1&0 50.2 49.8 22.0 42.2 5τ8 125 6&8
5 210 10α0 1&0 41.1 5&8 2乳0 3α0 7(LO &9 7τ7
6 1&0 3&7 6&2 40.0 1&0 8ao &9 866
7 1&0 2乳7 7z3' 6τ0 ao 940 &9 955
8 1&0 22.7 77.3 100.0 O 10翫0 ▲5 100.0
9 18.0 18.6 81.4
10 1&0 15.3 84.7
11 1&0 12.5 87.5
12 1&0 凪3 8乳7





あ る。新税法の修正ACRSは,3～10年 資産について200%定率法を採用する ことから,償 却期












修正ACRSは,こ の点,お よび現行ACRSか らの移行に ともな う増税規模の水準からみて,
財務省案な ど当初の改革案の 目ざした.「経済的減価償却の実現」か ら大幅に撤退した と言ってよ
いであろ う。
㈲ ミニマム ・タックス規定
先に もふれたように,最 終法案における この ような未整理の優遇措置の残存は,222億ドル に
達す る ミニマム ・タックス と無関係ではない。それは優遇措置によるルー プ ・ホールを埋め合わ
せ るとい う役割を,こ の税が与えられ るために他ならない。 この問題の考察に入る前に,ミ ニマ
ム ・タックス規定の内容 とその変更を見ておこう。
現行税制の下での ミニマム ・タヅクスは,Add-onMinimumTaxと呼ぽれ,租 税優遇項 目に
かかわ る優遇額から法人税額 または1万 ドルを控除した残額に15%の税を課す ものであ る。 この
税 の課税べ一スに含 まれ る対象は,




@法 人キ ャピタル ・ゲ イン純額 の46分の18(18は46%の法人税率と長期キャピタル ・〆イソの優遇
分離税28%の差)
84『 明大商学論叢』第69巻第1・2号(1987年1月)
と な って い る。 つ ま り ミニマ ム ・タ ッ クスの税 額 、TMは次 式 の よ うに表 わ され うる。
婿 戸{(③ 十⑤ 十◎ 十⑥ 十◎)-10,000(orTi)}0.15(6)
(ただ し 宏 は法人税額)
これ を修 正 した 下 院案 の オル ター ナテ ィ ヴ ・ミニ≡ ム ・ タ ッ ク ス
(84)
(alternativeminimurntax,
AMT)の課税 べ一スは,通 例の課税所得 に,当 期の租税優遇に よる控除分を追加し,正 規の課税
では認め られない控除の加速分を追加調整した総額 とされている。 この額か ら4万 ドルを控除 し
た残額に一定 率で課税す るのがオル ターナテ ィヴ ・ミニマム ・タックス(AMT)で あ る。
これは,納 税法人がその経済的所得にほぼ近い課税所得に対 して,少 くとも25%の税を負担す
る よう意図された税で,こ の税額が通例の税額 を超える場合には,そ の差額 がネ ッ ト・ミニマム
・タックス として支払われなければならない。
最終法案は基本的には この下院案を継承す るが,税 率を25%から20%に修正 し,さ らに15万ド
ル超のAMT課 税べ一スを もつ法人に対して,4万 ドルの控除額を25%の率で 段階的に引下げ.
最終的にはゼ ロとす るよう改めている。
AMTの 課税べ一 スとなる租税優遇項 目と優遇額の範 囲は次の ように指定 されてい る。
③全ての償却資産の加速償却額(動 産にっいては150%定率法の場合の償却を超える額)





このほか免責債券,慈 善的寄付にかかわ る資産の 非課税騰貴部分,課 税前帳簿所得のAMT課
税 ベ 一ースを上回 る分の半額(1987年から1989年まで)も 対象優遇項 目とされ,ま た インセンテ ィヴ
税額控除,外 国税額控除,純 営業損失,ミ ニマム ・タックス税額控除 も個人のAMTと 同様に
取扱われ る。
④ オルターナ テ ィヴ ・ミニマム ・タックスの役割
ミニマム ・タックスの 目的は,租 税優遇措置に よって税 負担の著しい軽減がみられ る場合に,
その恩典の一部分を一定率で取 り戻す ことである。下院歳 入委員会(委 員長は民主党のD.R・sten-
kowski)はナル ターナテ ィヴ ・ミニマム ・タ ックス(AMT)の導入に際して,十 分な所得を持つ
納税者に免税や所得控除,税 額控除な どの利用に よって税負担を回避 させない効果的方策 の必要
伽
性 を強調している。
つ ま りこの税の規定の背景には,優 遇措置を税のルー プ ・ホールとみ る認識 と特別措置 の廃止
に よる課税ベー スの拡大 よりも,ル ー プ ・ホールの部分的補修をベ ター とす る当局の見解があ る
といえるであろ う。
'すでに見た とおり
,財 務省案は,積 極的な優遇措置の整理 ・廃止の結果 として ミニマム ・タヅ
クスを不必要 としたが,そ の他の提案は,不 完全な改革内容をみずから是認す るかの ように この
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税 の強化修正を求めている。最終法案の予想す る5年 間で222億ドルに達するAMT税 収額は,
・一方におけ る ミニマ ム ・タ ックス規定の強化 と,他 方における優遇措置の未整理度の高 さを反映
している といえ よう。
AMTは 文字通 り,通 常の法人税に代替する課税ベース と税率を もつ税であるが,AMTに よ
る税額が通常の法人税額を上回 る場合,ネ ッ ト・ミニマム ・タックスとして支払われ なければな
ち ない。そ うである以上,法 人企業に よる課税ベースの選択がいずれであ っても,そ の税負担は
早 晩{AMTの課税べ一スー($40,000)}0.2に接近す るであろ う。
このよ うに見て くるとAMT規 定は まさに法人税の実効税率を左右す るものであ り,そ の対
象 優遇項 目と税率の果す役割が大きい ことがわか る。
最終法案のAMTを この点 から見 ると,対 象 とな る優遇項 目が必ず し も網羅的でない こと,
20%のAMTの 税率 と34%の法人税率を前提 とすると,AMTの 課税べ一ス の59%に過 ぎない
法 人税課税ベースで,両 者の税負担が同額 となることなど,実 効税率引上げの効果に余 り大 きな
期待 は寄せ られない。
さらにAMTの ア イデ ィアその ものについてみ ると,こ れが租税優遇措置 の 整理 ・廃止 と決
して同等の効果を持つ とは言い切れない点に注意 しなければな らない。 なぜ ならAMTの 税率
を法人税率 と同率にしない限 り,当 然,税 負担は措置 の廃止の場 合を下回 ることにな り,他方,
同率の税率 にすれば,ミ ニマム ・タックスの意味を持たないからである。 これに加 えて,財 務雀
案 のような租税優遇措置の整理 ・廃止 とAMTの 廃止の組合せが より優れてい る点 は,言 及す
るまで もな く税制の簡素化にあ る6
ミニマ ム ・タ ックスは確 かに優れたア イデ ィアであるが,そ れはあ くまでも租税優遇措置の導
入 ・温続を不可避 とす る場合に限られてい るといえ よう。税制改革に とってはその意味で,.ミニ



























(4)U.S.GovernmentOMce,EconomieReportefPresident,1982.(経済 企 画 庁 調 査 局 監 訳rア メ リヵ
経 済 白 書 一 一 ア メ リ カ大 統 領 経 済 諮 問 委 員 会 年 次 報 告 』1982年版)参 照 。
㈲ITCは1962年 導 入 後,1966年11月に 暫 定 的 に 停 止 され た が,翌 年6月 に 復 活 し,次 い で1969年の 税
法 改 正 に 際 し て 廃 止 さ れ た 。 と こ ろが 再 び1971年12月 に 復 活 し,1975年3月 に は10%に 引 上 げ ら れ た 。
RDornbusch&S・Fischer,Macroecongmics,2nded・,1981,chap・10・chap'16・






{7)U.S.GovernmentOMce,1982,0p.cit.ここ で の 数 値 は,4%税 引 実 質 収 益 率 と8%の イ ン フ レ率





働 限 界 実 効 税 率 の 指 標 に は 大 き く分 け て 次 の2種 類 が よ く用 い ら れ る。1つ は 〔限 界 実 効 法 人 税 ウ ェ ッ
　 　 コ 　
ジ/税 引前(後)法 人収益〕 で,分 子は限界投資の予想実質税込法人収益マ イナス実質税引法人収益を




aD平 均実効税率の指標 も限界概念 と同様に2つ の代表的な型を もっている。1つ は 〔法人税収額/正 し
く調整 された法人所得〕で,Shoven&Bulow(1976),Pechman(1977),Fullerton(1982)等に よっ





TaxSPtstem,1985,Chap.4,5によ る 。 な お 財 務 省 報 告(注13)に も詳 細 な 説 明 が あ る 。
⑬DepartmentofTreasury,TaxReformforFairness,Simψlicity,andEcρnomicGrowth,The
TreasecryDePartmentRePorttoε雇1隊 頭4ε砿,Nov,1984,古 谷 一 之 「ア メ リカ 税 制 改 革 の 動 向




CommitteeonWaysandMeans,Dec.1985.青木 寅 男 「米 国 の 税 制 改 革 」r租 税 研 究 』442号。
0⑤UnitedStatesSenate,TaxReformActof1986,ReportqftheCommitteeonFinance,May





09]980年1月1日 か ら1986年1月1日 の 間 の 加 速 度 償 却 分 に つ い て,大 統 領 改 革 案 は,そ の 超 過 償 却 額
の40%をoverthree-yearperiod'所得 に 加 算 す る こ と と し た 。 そ の 理 由 は 次 の とお り で あ る 。 加 速 度
償 却 が 定 額 償 却 を 超 え る 償 却 前 期 の 場 合,課 税 所 得 が 減 少 し て 税 負 担 が 軽 減 さ れ,納 税 が 延 期 さ れ る
が,後 期 に は 加 速 償 却 法 の 下 で の 課 税 所 得 は 定 額 法 の そ れ よ り大 と な り,税 負 担 に 反 映 す る。 と こ ろ が
税 率 の 引 下 げ が 償 却 後 期 に 行 わ れ る と,前 期 の 納 税 延 期 分 に は 低 税 率 が 適 用 され て 有 利 とな る。The
President'sProPosalstotheCOngreSsforFairness,GrozvthandSim♪licitor,ル1ay1985,PP、
192-196.
0⑲ ア メ リカ の 減 価 償 却 制 度 に 関 す る 改 革 案 の うち,ACRS,RCRS,CCRSに つ い て は,森 川 八 洲 男 「各
国 の 減 価 償 却 税 制 の 動 向 」[[税経 通 信 』1985年10月号 ～1986年1月 号 に 詳 し い 。
⑳HouseofRepresentatives,TaxRejormActoJ'1985,pp.305-308.
(1986ご10.23)
